
                                                               
 
 
 
 
 

  
 

神奈川臨海通運株式会社 
 

 自：令 和 ６ 年 ４ 月 １日 

至：令 和 ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



金　　　　　額 金　　　　　額

（資産の部） （負債の部）

602,302,182 376,357,765

239,319,518 194,808,389

188,349,840 58,691,026

105,443,027 70,984,265

21,408,330 12,211,800

24,025,695 23,007,400

20,000,000 2,907,184

2,152,353 1,142,645

1,603,419 11,137,753

1,467,303

223,021,415 46,434,292

14,812,368 44,749,292

517,339 1,685,000

1 0

9,466,558

4,828,470 422,792,057

9,315,417

8,242,217 （純資産の部）

1,073,200 321,124,909

97,000,000

198,893,630 224,124,909

129,461,747 224,124,909

4,840,000 224,124,909

3,222,620

50,000,000 81,406,631

9,979,277 81,406,631

1,389,986

402,531,540

825,323,597 825,323,597

貸　　　　借　　　　対　　　　照　　　　表

（令和7年3月31日現在）
（単位：円）

科　　　　　　　　目 科　　　　　　　　目

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 他 店 借 り

荷 主 貸 し 未 払 鉄 道 運 賃

他 店 貸 し 未 払 金

未 収 運 賃 未 払 消 費 税 等

未 収 入 金 未 払 法 人 税 等

短 期 貸 付 金 預 り 金

前 払 費 用 前 受 収 益

そ の 他 の 流 動 資 産 賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

建 物 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

構 築 物 繰 延 税 金 負 債

工 具 器 具 備 品

車 両 負 債 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権 株 主 資 本

資 本 金

投 資 そ の 他 の 資 産 利 益 剰 余 金

投 資 有 価 証 券 そ の 他 利 益 剰 余 金

出 資 金 繰 越 利 益 剰 余 金

保 証 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

長 期 貸 付 金 評 価 ・換 算差 額等

繰 延 税 金 資 産 その他有価証券評価差額金

そ の 他 の 投 資
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個  別  注  記  表  

 
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
  １．資産の評価基準及び評価方法 
    有価証券の評価基準及び評価方法 
     ①市場価格のあるもの 
       決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出) 
     ②市場価格のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 
  ２．固定資産の減価償却の方法 
     法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
     ①有形固定資産(リース資産を除く。) 
       法人税法に定める定額法によっております。 
       （一部の車両については耐用年数の見直しにより耐用年数を変更しております。） 
     ②無形固定資産(リース資産を除く。) 
       法人税法に定める定額法によっております。 
     ③リース取引に関する会計方法 
       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
        リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
  ３．引当金の計上基準 
     ①賞与引当金 
       従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上したものと、それに係る

社会保険料の会社負担額を含めて計上しております。 
     ②退職給付引当金 
       従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づき当事業年度末において、一部従

業員を除き自己都合により退職した場合に必要となる額を計上しております。 
      (勤続年数２５年以上且つ満５０歳を超える従業員は会社都合により退職した場合に必

要となる額を計上しており、今期１名が該当します。) 
     ③役員退職慰労引当金 
       役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。   
  ４．収益及び費用の計上基準 
     約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受 

け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 
 また、顧客への財又はサービスの提供における役割（本人又は代理人）を判断し、本人と 
しての役割となる場合は総額で収益を認識し、代理人としての役割となる場合は純額で収益 
を認識することとしております。 
 


